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学校教育の充実 

保育所・小中学校における安全・安心対策 ➚

32.2

目指すべきまちの姿
安全な教育環境が整い、「生きる力」を育む特色ある教育活動がより一層進んでいます。
家庭・地域・学校が一体となって、子どもの安全が一層保たれています。

●主要施策と概要【ＰＬＡＮ】 この１年間の成果及び反省点【ＤＯ】 担当課

（５）開かれた、信頼される学校づくり
・学校支援者（ボランティア）制度や学校評議員制度の活用等、チーム学校として
課題解決能力を高めます。また、ホームページ等を充実させることで情報発信力を
向上させ、地域に開かれた学校、信頼される学校づくりを進めます。
・教職員の研修や研究活動の充実等を促進し、教育専門職としての力量・資質の向
上を促進します。

地域の方からの支援や助言をいただき、課題の解決やより良い学校経
営を図ることが出来ました。ホームページ等による情報発信により地
域との理解を深めることが出来ました。

学校教育課 A

（６）学校規模の適正化に向けた取組の推進
・教育環境の充実を図るため、児童・生徒数が減少傾向にある地区における学校の
望ましいあり方について検討し、学校規模の適正化に向けた取組を推進します。

小中学校統廃合推進計画部会を立ち上げ、弥富市中学校未来構想を策
定し、小中学校の再編の時期を示しました。

学校教育課 A

評価
【ＣＨＥＣＫ】

（１）生きる力の育成を重視した教育活動の推進
・主体的・対話的で深い学びの視点から学習過程を質的に改善させ、確かな学力・
道徳的心情の育成、社会に参画する能力の育成を図ります。
・広島派遣研修等の体験学習を重視し、豊かな心を育てます。
・小中が連携して英語教育指導法を研究し、グローバル化社会に対応できる児童・
生徒の育成を図ります。
・県や専門家等と連携して特別支援教育や通級指導教室の充実等を進めるととも
に、適切な就学相談・指導をします。
・全小中学校でラジオ体操の励行を促し、また、各学校の特色ある体力づくり面、
健康増進面での活動を活発化し、健康都市宣言にふさわしい取組をします。

小学５年生の外国語授業を全小中学校の英語教育担当教員が参観し、
小中連携の促進を図りました。授業力向上研修を中心に教員の力量向
上を進め、授業の質的改善を図ることができました。被爆地である広
島で、被爆者から被爆体験講和を聞いたり、残った建物や資料を実際
に見たりして、核の恐ろしさや平和の尊さを肌で感じることができ、
意義深い学習の機会となりました。特別支援教育に対し相談員を雇用
しています。適切な指導助言の下、保護者・子ども共に、十分な就学
相談を実施できています。ラジオ体操以外にも各学校が工夫をして運
動を行い、健康増進に努めました。

A

（４）防災教育の推進と通学時の安全対策の推進
・台風や地震及び津波など、この地域に特有な災害を想定した避難訓練を地域と連
携して実施し、防災意識を高めます。
・通学時における安全対策として、通学用ヘルメット・防犯ブザーを配布し、ま
た、自転車通学に対する安全教育と啓発に取り組みます。
・スクールガードとの連携を強化し、地域ぐるみで交通安全・防犯に取り組みま
す。
・通学路の安全点検を強化し、児童・生徒の安全・安心な環境を整備します。

通学用ヘルメット・安全ブザーを配付しました。小中学校では、交通
安全教室をとおし自転車運転や歩行者マナーなどを警察官から指導を
受けました。スクールガードとの連携を強化し、地域ぐるみで交通安
全・防犯に取り組んでいます。通学路の安全について、土木課と連携
して点検を行い、児童・生徒が安全に登下校できるよう、環境整備に
努めました。

学校教育課

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機
会を促進する

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を
実現する

目標16.　持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供
し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

学校教育課

施策コード 基本目標 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 

３ １ 施策目標  学校教育の充実

第２次総合計画施策評価シート《令和４年度分》

％

●施策目標に対する市民満足度 単位

％

目指す方向性
現状値

(平成29年度)
中間値

(令和４年度)

➚31.4

30.6

（２）保・幼・小・中の連携強化
・幼児教育の重要性をふまえ、幼稚園教育の振興と就園についての支援をします。
・保・幼・小・中の連携を強化し、関係機関と協働して、適切な学びの場の選択に
かかる相談活動を充実させます。

（７）いじめ・不登校等の克服
・いじめ・不登校等の教育課題について、地域や関係諸機関との連携を強化しま
す。また、適応指導教室を一層充実させ、問題の克服に向けた強化を図ります。

いじめ・不登校等の教育課題を地域や関係諸機関と共有し、早期解決
を図ることが出来ました。スクールソーシャルワーカーを配置した
り、スクールカウンセラーの時間数を増やすことで小中学校での相談
支援体制を強化しました。また、適応指導教室では、不登校児童・生
徒の保護者と連携し、社会との接点、居場所としての機能を生かし、
問題の克服に努めました。

学校教育課 A

A学校教育課

部活動指導において、専門的な指導が可能になるとともに、安全面で
も支援してもらい、顧問の教員の負担が軽減しました。また、事務的
な作業の時間が軽減され、その時間を授業研究や生徒指導、保護者対
応に充てることで教師の負担を軽減しました。

（８）教員の多忙化解消プラン
・校務支援ソフト・システムを充実させ、教員の事務を簡素化します。
・外部から部活動指導員、スクール・サポート・スタッフを導入し、拡充すること
で教員の負担を減らします。

（３）学校施設・設備の整備【重点施策】
・四季を通して子どもたちの安全・安心な学習・生活の場として、老朽化した校
舎、体育館等の危険箇所の改善をするとともに、個別施設計画に基づき小中学校の
長寿命化改修を計画的に推進します。
・パソコンやタブレット、電子黒板、ネットワークの充実等教育のＩＣＴ化を推進
し、また、学校図書館の充実など教育環境の整備を図ります。

老朽化した弥生小学校校舎等について、長寿命化改良工事を実施しま
した。令和２年度に整備したタブレットの利活用の向上のため、小規
模校のネットワーク回線の増設を行いました。

学校教育課

A

A

A

A

幼稚園、保育所と連携を取り、就学前の子どもの情報を「あんしんつ
ながるシート」によって保護者から収集し、小学校へ事前に子どもの
様子を伝えることで、入学前に新入生の特性について把握することが
できました。

公立保育所、民間認定こども園ともに、教育委員会及び小学校等との
連携強化により、支援を必要とする児童等の情報共有を図り、相談支
援体制の充実に取り組みました。
【取組事例】特別支援教育連絡会、個別ケース検討会議

学校教育課

児童課



(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 
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➚
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戦争の悲惨さや怖さ、平和を願う心情と命の尊さを理解するために事
前学習を各教科で横断的に個人、グループ単位で進め、また、全員で
広島に赴き現地での体験を共有することによって、大変意義深いもの
になるため、今後も事業を継続させる必要があります。

小学校において、学習指導要領の改訂により子どもたちの英語の時間
数が増え、ＡＬＴのニーズは、大きく高まっています。現状、ＡＬＴ
の派遣人数を増加するのではなく、教員の英語指導力向上研修を通
し、教員の力量向上にも努めながら現状の授業を行っており、今後も
教員研修を充実させ、事業を継続します。

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署

29

8

94

40

人 0 0 0 0 2

(3-1)

(1-2)

(1-3)

(1-4)

学校教育課

学校教育課

平和教育推進事業

外国語指導助手派遣業務事業

特別支援教育支援員事業

弥生小学校長寿命化改良事業

学校教育課

学校教育課

学校教育課(1-5) ＩＣＴ支援員派遣事業

時間 22,941 27,076 26,000

●成果指標 単位
現状値 各年度の実績値

目標値
(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度令和４年度

人 5 5 5 5 9 9

1 1

校

％

校

％

人

0

12

0

81

21

1

100

8

89

（8） 校務支援システム事業 学校教育課

障がいや特性をもった子どもたちは年々増加傾向にあります。特別支
援学級のみならず、普通学級においても障がいや特性をもった子ども
たちが増えている現状です。今後も、学校の要望を調査しながら適正
配置に努めます。

長寿命化改良工事は、建替に比べて費用を大きく抑えることが出来ま
す。コストの削減や施設の安全管理に重点をおいて事業を進めます。

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

(7-2) スクールソーシャルワーカー活用事業 学校教育課

(7-1)

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

現状維持

現状維持

現状維持

改善

児童生徒の学びを豊かにし、デジタル化の流れに対応できるようＩＣ
Ｔ機器を整備しました。子どもたちへの効率的でわかりやすい授業を
実施するために、ＩＣＴを活用した授業は今後も必要です。また、機
器の更新も必要であり、予算増額の見込みです。

長寿命化改良工事は、建替に比べて費用を大きく抑えることが出来ま
す。コストの削減や施設の安全管理に重点をおいて事業を進めます。

施策の今後の方針
【ＡＣＴＩＯＮ】

知・徳・体の調和がとれ、社会の変化に対応して主体的によりよい生き方を実践しようとする児童・生徒の育成を目指します。子どもたちが持つ課題が多
様化、複雑化する中で、それぞれに対応した支援をし、関係機関との連携を引き続き進めていきます。スクールカウンセラーの配置については、いつでも
相談がきる体制を整備し子どもたちの小さな心な変化への気づきを増やすことに努めていきます。小中学校の再編については、弥富市小中学校未来構想策
定し、これに基づき弥富市小学校再編整備方針（案）を市民に示し再編を進めてております。十四山中学校の弥富中学校への編入については、再編委員会
を設置し、計画の推進に努めます。

25,077

1

数年間コロナ禍で従前と同じ手法で進めることが困難でしたが、規制
が緩和されたことにより、地域の方々と連携する方法を新たに工夫し
ながら学校運営を進めて行く必要があります。

引き続き学校の要望を調査し、スクールカウンセラーを配置していき
ます。不登校児童・生徒やその保護者の心の相談ニーズは高く、今後
増員が求められております。

情報機器整備事業

弥富北中学校長寿命化改良事業

25,478

1

100

8

86

41

子どもたちへ効率的でわかりやすい授業を実施するためのＩＣＴを活
用した授業や、児童・生徒や教員へのサポートのためのＩＣＴ支援員
は今後も必要です。

現状維持

12.0

8

83

30

今後の進め方【ＡＣＴＩＯＮ】

(1-1) 特別非常勤講師派遣事業 学校教育課

引き続き学校の要望を調査しながら、非常勤講師の適正配置に努めま
す。この事業は学校教育の多様化の促進を目的としています。しか
し、一方では、小学校において、専門的な授業を行なう非常勤講師が
配置されることで担任がひとりひとりの子供たちと向き合う時間を増
やすことができるため、きめ細かに接していくことができると考えて
おります。

現状維持

いじめ、不登校を始め虐待、ヤングケアラーなど児童・生徒を取り巻
く課題について、生活環境から関わり、学校・家庭・地域などと連携
して課題の解決を目指すためには今後も必要です。

現状維持

対象外 対象外

学校支援者制度及び学校評議員制度活用事業

いじめ問題対策事業

(3-2)

(3-3)

（5）



事業Ｎｏ

(1-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

主要施策

主要事業

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

1  学校教育の充実

1
生きる力の育成を重視した教育活動の推進

特別非常勤講師派遣事業

基本目標

施策目標

特別非常勤講師派遣事業 学校教育課 施設管理グループ 令和5年7月3日

SDGs
連携分野

事業目的
主な協働・
関連団体等

基本計画

3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

優れた知識、経験、技能をもつ人材を学校で活用するこ
とで、学校教育の多様化の対応、活性化を図ります。

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

令和元 年度 終了年度 令和10 年度

全小中学校に市雇用の特別非常勤講師等を派遣すること
で、きめ細かな授業を行い、子どもたちの生きる力の育
成を重視した教育活動の推進を行います。

開始年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

令和４年度（計画） 令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

(５) 学習指導ボランティア 

必要性

効率性

12.0

8

83.0

30

➚

30

人 0(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 

➚

8

➚

40

令和10年度

妥当性

施策への貢献度

令和２年度

時間

0 1 1

校

％

校 0

(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

12

令和４年度（実績）

(補助額)

(補助額)

12,015

(補助額)

11,175 合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

11,175 12,01512,015 12,015

事業費
（直接経費）

報酬

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報酬報酬

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和３年度 令和５年度 令和５年度

事業内訳

合　　　計

0

内訳
（具体的な内容）

令和４年度

(補助額)

％

人

22,941

0

5 5

1

人 9 9

81

21

25,077 26,000

11

24,000

4

8

  ➚

指標の分析

報酬

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

12,015

0(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

0(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

12,015

方向性

現状維持

課長意見

引き続き学校の要望を調査しながら、非常勤講師の適正配置に努めます。この事業は学校教育の多様化の促
進を目的としています。しかし、一方では、小学校において、専門的な授業を行なう非常勤講師が配置され
ることで担任がひとりひとりの子供たちと向き合う時間を増やすことができるため、きめ細かに接していく
ことができると考えております。

評価の結果

当該派遣制度が昭和63年に創設された当初は、音楽・図画
工作・家庭科などの分野に限られていましたが、平成10年
に学習指導要領が改訂され、道徳や総合的な学習の時間の
含む全ての教科やクラブ活動にも拡大されました。昨今に
おける社会全体の多様化に対応するためには、学校教育自
体も様々な分野の学習カリキュラムの整備やより専門的な
授業をきめ細かに行う必要があります。

各学校において、毎年、学習カリキュラムの実情を把握し
たり、その実情にあった教科や非常勤講師の配置を行って
おります。

学校ごとで偏りが生じないよう推進するために、市が実施
する必要があります。

全小中学校に特別非常勤講師等を配備することで、きめ細
かな授業を行うことができます。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目



事業Ｎｏ

(1-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

市内３中学校２年生全員を対象に被爆地広島を訪問し、実
際に平和について五感で感じてもらうことで、世界恒久平
和の実現に向けて貢献する人材を育成することを目的とし
ています。 主な協働・

関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

目標16.　持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレ
ベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

平和教育推進事業 学校教育課 学校教育グループ 令和5年7月4日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

主要施策
1

生きる力の育成を重視した教育活動の推進

主要事業 平和教育推進事業

事業概要

市内３中学校の２年生全員を対象に派遣するため、弥富市
立中学校広島派遣研修連絡協議会に対して補助金を交付し
ます。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 平成23 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 

令和４年度（計画） 令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

(補助額) 1,0001,0001,000

弥富市立中学校広島派
遣研修連絡協議会補助
金

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

弥富市立中学校広島派遣
研修連絡協議会補助金 15,471 16,500

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

(補助額) (補助額)

(補助額) (補助額)

合　　　計16,50016,500

(補助額) (補助額)

(補助額)

1,000

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 15,471 16,500

(補助額)

令和４年度

(補助額)

人 5 5 9 9

時間 22,941 25,077 24,000 26,000

4 11

％ 12 12.0   ➚ ➚

校 0 1

8 8

％ 81 83.0 ➚ ➚

校 0 8

30 40

人 0 0 1 1

人 21 30

必要性

効率性

指標の分析

項目 評価の結果

被爆地である広島へ赴き、原爆投下による被害の状況を実際
に見たり聞いたりする体験を通じて、核の恐ろしさや平和の
尊さを実感し、平和の大切さについて深く考える機会になる
ため必要な事業です。
また、参加した生徒は、体験を通じて心に残った事、感じた
事を広島平和パネル展（毎年８月上旬開催）や、広報誌にて
学習成果を発表しています。

９月から広島研修事前学習を行い、10月には被爆体験伝承者
の講話をオンラインで視聴しました。11月には広島市の平和
記念公園を訪れ、原爆の悲惨さを肌で感じ、研修後は学習発
表会を行い、平和に関しての学びを深めました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

妥当性

施策への貢献度

市内全中学校が対象になるため、市が実施する必要がありま
す。

平和について様々な角度から学習することにより、平和の大
切さを、改めて深く考える機会になり、アンケートでは、平
和を自分たちの手で守ろうという意識が高まる結果が出てい
ます。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

戦争の悲惨さや怖さ、平和を願う心情と命の尊さを理解するために事前学習を各教科で横断的に個人、グルー
プ単位で進め、また、全員で広島に赴き現地での体験を共有することによって、大変意義深いものになるた
め、今後も事業を継続させる必要があります。

1,000

内訳
（具体的な内容）

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

弥富市立中学校広島派
遣研修連絡協議会補助
金

16,500

1,000

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

弥富市立中学校広島派
遣研修連絡協議会補助
金

事業費
（直接経費）

16,500



事業Ｎｏ

(1-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

小中学校における外国語教育の一層の推進を図るとともに
小中学校において児童・生徒に楽しく外国語に慣れ親しま
せながら、コミュニケーション能力の基礎を養うことを目
的とします。 主な協働・

関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

外国語指導助手派遣業務事業 学校教育課 学校教育グループ 令和5年7月4日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

主要施策
1

生きる力の育成を重視した教育活動の推進

主要事業 外国語指導助手派遣業務事業

事業概要

小中学校へ英語指導者を派遣し、教員とともに外国語活
動・授業の充実をさせ、主体的に外国語を用いてコミュニ
ケーションを図ろうとする態度を養います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 平成19 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 

令和４年度（計画） 令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

(補助額)

委託料

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

委託料 20,790 20,790

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

(補助額) (補助額)

(補助額) (補助額)

合　　　計20,79020,790

(補助額) (補助額)

(補助額)

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 20,790 20,790

(補助額)

令和４年度

(補助額)

人 5 5 5 5 9 9

時間 22,941 25,077 24,000 26,000

5

4 11

％ 12 12.0   ➚ ➚

校 0 1

8 8

％ 81 83.0 ➚ ➚

校 0 8

30 40

人 0 0 1 1

人 21 30

必要性

効率性

指標の分析
外国語指導助手（以降ＡＬＴ）の派遣契約により、弥富市における英語教育は一層充実してきています。児童・生徒に向け
てネイティブな発音で授業を展開したり、外国文化を浸透させたりする意味でもその効果は高いです。

項目 評価の結果

グローバル化が進む中で、英語教育の改善・充実化が求められてい
ます。令和２年度より、小学校３・４年生の外国語活動が必修とな
り、また５・６年生については教科化となりました。小学校では、
英語専科ではない担任が外国語指導を行うところが多いため、引き
続きＡＬＴとネイティブの発音でのやりとりを始めとした英語活動
の充実のために必要です。

必要不可欠な事業のため、前年と同様５名のＡＬＴで行うこ
ととしました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

妥当性

施策への貢献度

授業内容、授業時間など、市内の学校で公平に行うために、
市が実施するのが望ましいです。

ＡＬＴとの授業を通して、子どもたちが多様性に気付く、よい機会
になっています。外国の文化・習慣を知ることで、自国の文化への
理解を深めたり、海外に興味をもったりする機会にもなっていま
す。また、ネイティブの英語にも、地域によって違いがあります
が、どれも英語として話されていることを知ったり、ＡＬＴと英語
で実際にやりとりをしたりすることを通して、自分たちの学習して
いる英語が本当に使えるものであるという実感をもたせることがで
きました。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

小学校において、学習指導要領の改訂により子どもたちの英語の時間数が増え、ＡＬＴのニーズは、大きく高
まっています。現状、ＡＬＴの派遣人数を増加するのではなく、教員の英語指導力向上研修を通し、教員の力
量向上にも努めながら現状の授業を行っており、今後も教員研修を充実させ、事業を継続します。

0

内訳
（具体的な内容）

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

委託料 20,790

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

委託料

事業費
（直接経費）

20,790



事業Ｎｏ

(1-4)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

障がいのある児童生徒や外国籍の児童生徒に対し、児童
生徒一人一人に応じた教育支援を行うことを目的としま
す。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

特別支援教育支援員事業 学校教育課 施設管理グループ 令和5年7月3日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

主要施策
1

生きる力の育成を重視した教育活動の推進

主要事業 特別支援教育支援員事業

事業概要

小中学校において障がいのある児童生徒に対し、食事、
排泄、教室の移動補助など学校における日常生活動作を
介助するなど、学習活動上のサポートを行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 

令和４年度（計画） 令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

2,834 3,502

(補助額)

職員手当等 3,5023,502

報酬

(補助額)

職員手当等

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報酬 31,468 31,311

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

(補助額) (補助額)

(補助額) (補助額)

合　　　計34,81334,813

(補助額) (補助額)

(補助額)

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 34,302 34,813

(補助額)

令和４年度

(補助額)

人 5 5 9 9

時間 22,941 25,077 25,478 27,076 24,000 26,00027,972

4 11

％ 12 12.0   ➚ ➚

校 0 1

8 8

％ 81 83.0 ➚ ➚

校 0 8

30 40

人 0 0 1 1

人 21 30

必要性

効率性

指標の分析 令和４年度は、３年度に比べ４人の増員を対応したことにより、支援時間が増加しました。

項目 評価の結果

障がいのある児童・生徒に対し、日常生活動作の介助や支
援、また、発達障害の児童・生徒に対し、学習活動上のサ
ポートが求められています。

児童・生徒一人一人の教育ニーズを把握しつつ、適切な教
育支援を進級に合わせ、必要な学校に支援者を配備しまし
た。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

妥当性

施策への貢献度

身体障がい児や発達障がい児について、健康推進課・児童
課・福祉課と情報を共有していく必要があるので、市が実
施する必要があります。

児童・生徒一人一人の教育ニーズを把握しつつ、適切な教
育支援を行うことで特別支援教育の充実につながります。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

障がいや特性をもった子どもたちは年々増加傾向にあります。特別支援学級のみならず、普通学級において
も障がいや特性をもった子どもたちが増えている現状です。今後も、学校の要望を調査しながら適正配置に
努めます。

0

内訳
（具体的な内容）

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

報酬

職員手当等

31,311

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

報酬

職員手当等

事業費
（直接経費）

31,311



事業Ｎｏ

(1-5)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

小中学校にＩＣＴ支援員を派遣することにより、ＩＣＴ
機器を活用した、授業支援・校内研修等を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 令和４ 年度 終了年度 令和６ 年度

ＩＣＴ支援員派遣事業 学校教育課 施設管理グループ 令和5年7月3日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

主要施策
1

生きる力の育成を重視した教育活動の推進

主要事業 ＩＣＴ支援員派遣事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

ＩＣＴ機器の利活用の促進と教員のＩＣＴスキル・授業
力の向上を通して、児童・生徒に対し、新学習指導要領
に則した学びを実現することを目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

現状維持

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 学校ごとで偏りが生じないよう推進するため、市が実施する必要

があります。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

全小中学校にＩＣＴ支援員を配備することで、ＩＣＴ機器を利用
したわかりやすい授業を行い学力の向上を図ることができます。

子どもたちへ効率的でわかりやすい授業を実施するためのＩＣＴを活用した授業や、児
童・生徒や教員へのサポートのためのＩＣＴ支援員は今後も必要です。

課長意見 方向性

必要性

・住民のために効果的なものであり、求められている
か
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

１人１台のタブレット端末の導入によりＩＣＴ機器の有効活用が
求められ、ＩＣＴ教育の推進が出来る教職員の育成、新学習指導
要領に則した学びを実現する必要があります。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

導入した事業支援ソフトなどの活用方法を説明し、授業での活用
をサポートしました。

指標の分析 　令和２年度に１人１台、タブレットの配備を行いました。

評価の結果項目 評価視点

30 40

人 0 0 1 1

人 21 30

8 8

％ 81 83 ➚ ➚

校 0 8

24,000 26,000

4 11

％ 12 12 100 100   ➚ ➚

校 0 1

100

9 9

合　　　計

(１) 外国語指導助手の数 

合　　　計

(補助額)(補助額) (補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 3,380 3,922 3,922

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額) (補助額) (補助額)

364 424 424

(補助額)

職員手当等

(補助額)

職員手当等

(補助額)

(補助額)

職員手当等

(補助額)

424

(補助額)

職員手当等

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報酬 3,016 3,498 3,498

事業費
（直接経費）

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）
内訳

（具体的な内容）

報酬

内訳
（具体的な内容）

報酬

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

3,498

内訳
（具体的な内容）

報酬

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 

令和４年度

(補助額)

(補助額)

0

3,922

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

合　　　計

人 5 5

時間 22,941 25,077



事業Ｎｏ

(3-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

小中学校の校舎、屋内運動場等の構造体の劣化対策を要
する建築後40年以上経過した建物について、長寿命化改
良工事を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 平成30 年度 終了年度 令和４ 年度

弥生小学校長寿命化改良事業 学校教育課 施設管理グループ 令和5年7月3日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

○主要施策
3

学校施設・設備の整備

主要事業 弥生小学校長寿命化改良事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

構造体の長寿命化やライフラインの更新などにより建物
の耐久性向上のほか、省エネルギー化を行うことで、市
財産の将来的な負担を削減します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

建築時より40年以上経過している建物が多く、外壁に亀裂
や破損・雨漏り等があり、子どもたちの安全性を確保する
ために大幅な改修が必要です。

児童や作業員の安全に配慮をして、工事を行いました。
社会情勢により、機材の搬入が遅れ、工程の見直しが必要
となりました。

令和４年度（計画） 令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

妥当性

施策への貢献度

効率性

必要性

項目

指標の分析 　弥生小学校の長寿命化改良工事が完了しました。今後も計画的に改修を進めていきます。

方向性

現状維持

課長意見

長寿命化改良工事は、建替に比べて費用を大きく抑えることが出来ます。コストの削減や施設の安全管理に
重点をおいて事業を進めます。

評価の結果

(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 

30 40

人 0 0 1 1

人 21 30

8 8

％ 81 83.0 ➚ ➚

校 0 8

4 11

％ 12 12.0   ➚ ➚

校 0 1 1 1

9 9

時間 22,941 25,077 24,000 26,000

人 5 5

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 236,979

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 732,478 0

(補助額)

合　　　計0734,881

(補助額)

(補助額)

(補助額)

10,758

(補助額) 236,979

弥生小監理委託料

206,163

11,303

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

弥生小工事請負
費

721,720

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

723,578

令和４年度

2

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

公立学校の設置者は自治体であり、改修後も長期にわたっ
て管理・運営していく必要があるため、維持管理は市が行
うことが求められます。

長寿命化改良工事は、子どもたちに安全な学舎を整備する
事業であり、教育環境の向上に繋がります。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

206,163

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

弥生小工事請負
費

弥生小監理委託
料

0

内訳
（具体的な内容）

合　　　計



事業Ｎｏ

(3-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

学習指導要領の改定に伴い、情報教育の重要性と情報機
器の整備を国が推進している中、ＩＣＴ機器の有効活用
を通して、児童・生徒の学びを豊かにし学ぶ意欲を高
め、確かな学力を養うため、市内小中学校の授業用端末
機器等の整備を行います。 関連する

個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 平成20 年度 終了年度 令和10 年度

情報機器整備事業 学校教育課 施設管理グループ 令和5年7月3日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

○主要施策
3

学校施設・設備の整備

主要事業 情報機器整備事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

ＩＣＴ機器の有効活用を通して、児童・生徒の学びを豊
かにし、デジタル化の流れに対応できるよう環境を整備
します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

ＧＩＧＡスクール構想により、児童・生徒１人１台タブ
レット端末が配備され、活用することが求められていま
す。

ドリル教材の導入や保護者への連絡ツールの向上を図りま
した。

令和４年度（計画） 令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

妥当性

施策への貢献度

効率性

必要性

項目

指標の分析 令和２年度に１人１台、タブレットの配備を行いました。

方向性

現状維持

課長意見

児童生徒の学びを豊かにし、デジタル化の流れに対応できるようＩＣＴ機器を整備しました。子どもたちへ
の効率的でわかりやすい授業を実施するために、ＩＣＴを活用した授業は今後も必要です。また、機器の更
新も必要であり、予算増額の見込みです。

評価の結果

(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 

30 40

人 0 0 1 1

人 21 30

8 8

％ 81 83.0 ➚ ➚

校 0 8

4 11

％ 12 12.0 100 100   ➚ ➚

校 0 1

9 9

時間 22,941 25,077 24,000 26,000

人 5 5

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 61,200 61,269

(補助額)

合　　　計61,26961,269

(補助額)

(補助額)

学校情報機器保守
委託料

13,925 13,937

(補助額)

13,93713,937

13,579 13,579

(補助額)

教員用端末機器
借上

13,57913,579

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

児童生徒用端末機
器借上

33,696 33,753

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

33,753

事業費
（直接経費）

33,753

令和４年度

100

(補助額)

児童生徒用端末機
器借上

(補助額)

教員用端末機器
借上

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

学校情報機器保
守委託料

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

児童生徒用端末機
器借上

教員用端末機器
借上

学校情報機器保
守委託料

市が一括で整備することにより、統一性を図ることがで
き、児童生徒らが進級しても引き続き活用ができます。

ＩＣＴ機器を活用して、児童生徒に必要な資質・能力を育
成できます。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

児童生徒用端末機
器借上

教員用端末機器
借上

学校情報機器保
守委託料

0

内訳
（具体的な内容）

合　　　計



事業Ｎｏ

(3-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

弥富北中学校長寿命化改良事業 学校教育課 施設管理グループ 令和5年7月3日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

○主要施策
3

学校施設・設備の整備

主要事業 弥富北中学校長寿命化改良事業

事業目的

構造体の長寿命化やライフラインの更新などにより、建
物の耐久性向上のほか、省エネルギー化を行うことで、
市財産の将来的な負担を削減します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

事業概要

小中学校の校舎、屋内運動場等の構造体の劣化対策を要
する建築後40年以上経過した建物について、長寿命化改
良工事を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 令和４ 年度 終了年度 令和６ 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

事業費
（直接経費）

弥富北中設計
委託料

28,380 545,340 545,340

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

令和４年度（実績）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）
内訳

（具体的な内容）

弥富北中工事請
負費

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(補助額)

206,163
弥富北中耐力
度及び基本調
査委託料

5,720 74,443 74,443

(補助額) 206,163

5,940

(補助額)

弥富北中監理委
託料

(補助額)

(補助額) (補助額) (補助額)(補助額)

合　　　計 34,100 619,783 619,783

(補助額)

(補助額) (補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

206,163

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年
度)

令和元年度 令和２年度

(補助額) 0 206,163

事業内訳

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

合　　　計

(補助額)

弥富北中工事請
負費

(補助額)

弥富北中監理委
託料

(補助額)

(１) 外国語指導助手の数 人 5 5 9 9

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 時間 22,941 25,077 24,000 26,000

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 校 0 1 1 1 4 112

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 ％ 12 12   ➚ ➚

8 8

(４) 自転車保険の加入率 ％ 81 83

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 校 0 8

➚ ➚

(５) 学習指導ボランティア 人 21 30 30 40

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 人 0 0 1 1

長寿命化改良工事は、建替に比べて費用を大きく抑えることが出来ます。コストの削減や
施設の安全管理に重点をおいて事業を進めます。

現状維持

令和４年度

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

公立学校の設置者は、自治体であり改修後も長期にわたって管
理・運営していく必要があるため、維持管理は市が行うことが求
められます。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

長寿命化改良工事は、子どもたちに安全な学舎を整備する事業で
あり、教育環境の向上に繋がります。

必要性

・住民のために効果的なものであり、求められている
か
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

建築時より40年以上経過している建物が多く、外壁に亀裂や破
損・雨漏り等があり、子どもたちの安全性を確保するために大幅
な改修が必要です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

令和５年度からの長寿命化工事に向け、コスト削減のため、学校
や業者との協議を行いました。

指標の分析 　弥生小学校の長寿命化改良工事を行いました。

項目 評価視点 評価の結果

課長意見 方向性

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

29,840

(補助額)

合　　　計

(補助額)

35,780

0

内訳
（具体的な内容）

弥富北中設計委
託料

(補助額)

弥富北中耐力度及
び基本調査委託料

(補助額)



事業Ｎｏ

（5）

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

学校支援ボランティアについては、地域の方々に授業支
援、教材作成、部活動、体験学習など様々なボランティ
ア活動に登録の上、学校活動の支援を行います。
学校評議員については、地域から評議員を選出し、評議
員会を通じて学校運営等に関し意見をもらい、地域に開
かれた学校づくりを行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市立学校管理規定

弥富市立小中学校評議員設置要綱

事業の開始・
終了

開始年度 平成24 年度 終了年度 令和10 年度

学校支援者制度及び学校評議員制度活用事業 学校教育課 施設管理グループ 令和5年7月3日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

主要施策
5

開かれた、信頼される学校づくり

主要事業 学校支援者制度及び学校評議員制度活用事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

地域の方々に学校を支援する活動に参加していただくこ
とによって、地域に開かれた学校づくりを進めるととも
に、学校教育の活性化を図ります。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

地域の教育力を生かした学校の教育活動を推進し、地域の
方々に学校を支援する活動に参加していただくことによっ
て、地域に開かれた学校づくりを進めることが地域住民に
求められています。

評議員の意見により学校づくりを進めることが出来きまし
た。

令和４年度（計画） 令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

妥当性

施策への貢献度

効率性

必要性

項目

指標の分析 　ボランティアの参加者が増えました。

方向性

現状維持

課長意見

数年間コロナ禍で従前と同じ手法で進めることが困難でしたが、規制が緩和されたことにより、地域の方々
と連携する方法を新たに工夫しながら学校運営を進めて行く必要があります。

評価の結果

(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 

30 40

人 0 0 1 1

人 21 30 41 29

8 8

％ 81 83.0 ➚ ➚

校 0 8

4 11

％ 12 12.0   ➚ ➚

校 0 1

9 9

時間 22,941 25,077 24,000 26,000

人 5 5

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 350 427

(補助額)

合　　　計427427

(補助額)

(補助額)

(補助額)

96 97

(補助額)

保険料 9797

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

学校評議員等報
償費

254 330

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

330

事業費
（直接経費）

330

令和４年度

40

(補助額)

学校評議員等報
償費

(補助額)

保険料

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

学校評議員等報
償費

保険料

弥富市立学校管理規則第23条の３において、学校運営に関
する意見をもらうことが定められており、もらった意見を
反映させていく必要があるため、学校と連携して市が実施
します。

地域の方々が学校を支援する活動に参加することによっ
て、地域に開かれた学校づくりを進めることができます。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

学校評議員等報
償費

保険料

0

内訳
（具体的な内容）

合　　　計



事業Ｎｏ

(7-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

いじめの未然防止、早期発見、解決のためのスクールカ
ウンセラーの配置やいじめ問題対策連絡協議会、いじめ
問題専門委員会、いじめ防止に関する研修啓発等に対
し、補助金を交付します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 平成30 年度 終了年度 令和10 年度

いじめ問題対策事業 学校教育課 学校教育グループ 令和5年7月4日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

主要施策
7

いじめ・不登校等の克服

主要事業 いじめ問題対策事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

いじめ問題を未然防止、早期発見・解決を図るため、ス
クールカウンセラーの配置、いじめ問題対策連絡協議会
に対し支援を行います。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

児童・生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、
いじめ問題を未然に防いだり、いじめの早期の発見・解決
を図ったりするために必要です。

必要不可欠な事業なため、前年度と同様の予算になってい
るが、令和２年度はコロナ禍のため、いじめ問題専門委員
会が書面開催となり、報酬の支払いは不要となりました。

令和４年度（計画） 令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

妥当性

施策への貢献度

効率性

必要性

項目

指標の分析

方向性

改善

課長意見

引き続き学校の要望を調査し、スクールカウンセラーを配置していきます。不登校児童・生徒やその保護者
の心の相談ニーズは高く、今後増員が求められております。

評価の結果

(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 30 40人 21 30

8 8

％ 81 83.0 ➚ ➚

校 0 8

4 11

％ 12 12.0   ➚ ➚

校 0 1

9 9

時間 22,941 25,077 24,000 26,000

人 5 5

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 610 5,779

(補助額)

合　　　計5,7797,759

816

(補助額)

816816

4,673

(補助額)

4,6734,673

80

(補助額)

8080

585 150

(補助額)

いじめ問題専門委員会委
員報酬 1502,130

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

いじめ問題対策連絡協議
会委員報酬 25 60

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

60

事業費
（直接経費）

60

令和４年度

(補助額)

いじめ問題対策連絡協議
会委員報酬

(補助額)

いじめ問題専門委員会委
員報酬

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

講師謝礼

会計年度任用職
員報酬

生徒指導等補助
金

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

いじめ問題対策連絡協議
会委員報酬

いじめ問題専門委員会委
員報酬

講師謝礼

会計年度任用職
員報酬

生徒指導等補助
金

弥富市内の全校が対象となるため、市が実施します。

いじめ防止等に関係する機関及び団体と連携を取っている
ことで、早期にいじめ問題に対応し、いじめ等による重大
事態の防止になっています。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

いじめ問題対策連絡協議
会委員報酬

いじめ問題専門委員会委
員報酬

講師謝礼

会計年度任用職
員報酬

生徒指導等補助
金

0

内訳
（具体的な内容）

合　　　計



事業Ｎｏ

(7-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

スクールソーシャルワーカー活用事業 学校教育課 学校教育グループ 令和5年7月3日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

主要施策
7

いじめ・不登校等の克服

主要事業 スクールソーシャルワーカー活用事業

事業目的

児童・生徒を取り巻く課題について、生活環境から関わ
り、学校・家庭・地域などと連携し課題の解決を目指し
ます。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

事業概要

児童・生徒の日常生活での悩みや学校でのいじめ、家庭
内での虐待といった問題に対して、家族や学校の先生、
関係機関と連絡を取りながら解決のための支援をしま
す。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 令和４ 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

事業費
（直接経費）

報酬 2,392 2,425 2,425

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

令和４年度（実績）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）
内訳

（具体的な内容）

報酬

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(補助額)

職員手当等 197 294 294

(補助額)

294

(補助額)

職員手当等

(補助額)

(補助額) (補助額) (補助額)(補助額)

合　　　計 2,589 2,719 2,719

(補助額)

(補助額) (補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年
度)

令和元年度 令和２年度

(補助額) 0 0

事業内訳

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

合　　　計

(補助額)

報酬

(補助額)

職員手当等

(補助額)

(１) 外国語指導助手の数 人 5 5 9 9

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 時間 22,941 25,077 24,000 26,000

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 校 0 1 4 11

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 ％ 12 12   ➚ ➚

8 8

(４) 自転車保険の加入率 ％ 81 83

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 校 0 8

➚ ➚

(５) 学習指導ボランティア 人 21 30 30 40

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 人 0 0 0 0 1 12

いじめ、不登校を始め虐待、ヤングケアラーなど児童・生徒を取り巻く課題について、生
活環境から関わり、学校・家庭・地域などと連携して課題の解決を目指すためには今後も
必要です。

現状維持

令和４年度

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

文部科学省にて、教育と福祉の両面に関して、専門的な知識・技
術を有するとともに、過去に教育や福祉の分野において、活動経
験の実施等がある者が望まれているため、市が実施することが妥
当です。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

複数の課や社会福祉協議会と連携を取ることにより、多角的な視
点で支援を行うことができます。

必要性

・住民のために効果的なものであり、求められている
か
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

児童・生徒抱えている色々な問題に対し、学校・家庭・地域での
暮らしやすい生活の支援や福祉制度の活用などを通し、支援を行
うことを求められています。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

学校や児童課、福祉課、健康推進課と情報共有を行い、課題解決
に向けて支援を行いました。

指標の分析 　相談員を派遣することができました。

項目 評価視点 評価の結果

課長意見 方向性

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

2,425

(補助額)

合　　　計

(補助額)

2,719

0

内訳
（具体的な内容）

報酬

(補助額)

職員手当等

(補助額)



事業Ｎｏ

（8）

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

教職員の勤務出退勤管理、スケジュール管理、市内11校
のメール管理等、また児童生徒の出欠席管理、成績表管
理、身体測定管理等を校務システムで一括管理を行いま
す。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 平成22 年度 終了年度 令和10 年度

校務支援システム事業 学校教育課 施設管理グループ 令和5年7月3日

基本計画

基本目標 3 【教育・文化・スポーツ】 心豊かで文化を育む人づくりのまち 重点施策

施策目標 1  学校教育の充実

主要施策
8

教員の多忙化解消プラン

主要事業 校務支援システム事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

教員の事務の簡素化とデータ管理の向上を図るため、校
務支援ソフト・システムの充実を図ります。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価対象外

評価対象外

令和４年度（計画） 令和５年度（計画） 令和６年度（計画）

妥当性

施策への貢献度

効率性

必要性

項目

指標の分析

方向性

対象外

課長意見

対象外

評価の結果

(１) 外国語指導助手の数 

(１) 特別支援教育支援員全体の年間支援時間 

(３) 小中学校長寿命化改良事業の校数 

(３) 児童生徒数に対するＩＣＴタブレットの導入率 

(３) 普通教室空調設備設置小学校の数 

(４) 自転車保険の加入率 

(５) 学習指導ボランティア 

(７) スクールソーシャルワーカーの人材確保 

30 40

人 0 0 1 1

人 21 30

8 8

％ 81 83.0 ➚ ➚

校 0 8

4 11

％ 12 12.0   ➚ ➚

校 0 1

9 9

時間 22,941 25,077 24,000 26,000

人 5 5

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 33,218 33,218

(補助額)

合　　　計33,21833,218

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

学校教育システム
借上

33,218 33,218

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

33,218

事業費
（直接経費）

33,218

令和４年度

(補助額)

学校教育システ
ム借上

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

学校教育システ
ム借上

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

学校教育システ
ム借上

0

内訳
（具体的な内容）

合　　　計


